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事業用地の確保に係る特例制度の創設に関する要望書 

～東日本大震災津波からの復興の加速化に向けて～ 
 

本県において、死者・行方不明者が 5,816 人、家屋の全壊・半壊が２万 5 千

棟を超える未曾有の被害（平成 25 年 10 月 31 日現在）をもたらした東日本大震災津波から２

年８か月余りが経過しましたが、被災地では、今もなお、多くの方々が応急仮

設住宅等での生活を余儀なくされるなど、依然として厳しい状況に置かれてお

ります。 

県では、国や関係市町村、さらには全国の皆様からの御支援と御協力の下、

平成 25 年度を「復興加速年」として、過去最大規模となる予算を確保し、復

旧・復興に向けた取組を力強く推進しておりますが、被災者が一日も早く安心

して生活を送れるようにするためには、膨大な復旧・復興事業を推進するマン

パワーの確保や、被災地の状況にきめ細かく対応するための財源の確保ととも

に、事業用地の円滑かつ迅速な確保が喫緊の課題となっております。 

特に事業用地の確保については、国の「住宅再建・復興まちづくりの加速化

措置」により、土地収用手続の効率化など一定の措置が講じられたところであ

りますが、今後、復興まちづくりの本格化に伴い同時期に多数の事業が集中す

る状況にあって、相続手続未処理や多数共有等の難航案件を処理するには、そ

の効果は限定的であると考えております。 

つきましては、復旧・復興事業を円滑に進めるため、特例かつ限定的な条件

の下、地方公共団体による事業用地の円滑かつ迅速な取得を可能とする制度を

創設するよう、次の事項について要望します。 

 

１ 公益性認定の特例制度の創設 

  高い公益性を有する復興事業については、東日本大震災復興特別区域法

（平成 23 年法律第 122 号）に基づき設置される復興整備協議会において同意

を得ることにより、土地収用法における事業認定相当の公益性の認定が可能

となる制度の創設を要望します。 

 

２ 用地取得の特例制度の創設 

１の手続により公益性の認定がなされた復興事業に関して、下記の事項を実

現する制度の創設を要望します。 

（１）私有財産との調整手続、補償金の支払手続等を担う、独立性の高い第三

者機関（以下「機構」という。）を設置すること。 

（２）機構の決定により、取得する土地の区域が確定したときは、事業者が損

失補償見積額を機構に予納することをもって工事着工できるものとするこ

と。 

（３）土地の損失補償額は機構が決定することとし、土地所有者等各人の補償

額の確定及び支払は機構が行うこととすること。また、事業者は、機構に

よる当該支払の完了を待たずに、損失補償額を機構に納付することをもっ

て所有権を取得できるものとすること。 



 

 

 

【県における復興事業の用地確保の現状と課題】 

 

１ 用地取得を要する復旧・復興事業の状況 （平成 25 年 10 月末現在）  

○ 防潮堤事業に加え、道路事業等で同時期に多数の用地取得が必要。 

分 野 
用地取得 

必要地区数 
整備完了予定年度 

一般海岸・港湾海岸 43 
平成 27 年度 
（一部防潮堤：平成 28 年度、一部水門：平成 29 年

度） 

農地海岸・林野海岸 10 平成 27 年度（高田松原地区：平成 30 年度） 

漁港海岸 24 平成 27 年度 

復興支援道路・復興関連道

路 

20 平成 29 年度～平成 30 年度 

まちづくり連携道路等 33 平成 30 年度 

災害公営住宅 32 平成 28 年度 

合 計 162  

 

２ 権利者調査の状況と課題 （平成 25 年 10 月末現在） 

○ 取得予定用地の約３割（1,501 件）に相続未処理や共有等の懸案事項が存在。 

○ 特に、相続未処理が多数（633 件）存在しており、権利調整の長期化が懸念。 

○ 今後、相続調査や用地交渉の進展により、懸案件数のさらなる増加も見込まれる。 

※ 用地取得が必要な 162 地区のうち、146 地区の権利者調査を実施済。 

※ 「件数」とは契約件数であり、多数共有地や相続未処理地であっても１筆を１件としているほか、１人

の権利者が複数の土地を所有している場合においても１件としていること。 

 

地区数 件数 

懸案件数  
懸案 

割合 所有者不明 行方不明 
共有 

(複数所有者) 
相続未処理 抵当権等 重複調整 合計 

146 4,759 29 28 217 633 673 △79 1,501 31.5% 


